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ここが聞きたい 般一 質 問

田原市議会だより 第93号（2024年4月）

問	

田
原
市
水
道
事
業
経
営
戦
略
で
は
、
2
0
3
0
年
に
基
幹
管
路

の
耐
震
化
率
50
％
を
目
標
に
し
て
い
る
が
、
こ
の
目
標
を
見
直

し
、
耐
震
化
を
加
速
す
る
考
え
は
。

答 

財
源
の
確
保
を
は
じ
め
と
し
て
、
人
材
の
育
成
や
確
保
な
ど
に

努
め
、
耐
震
化
整
備
を
加
速
し
て
い
く
。

問	

災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
受
け
入
れ
の
新
た
な
手
法
を
取
り
入
れ

て
い
く
考
え
は
。

答 

能
登
半
島
地
震
で
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
た
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
事
前
登
録
は
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
派
遣
調
整
や
電
話
問

い
合
わ
せ
に
よ
る
混
乱
を
軽
減
さ
せ
る
方
法
と
し
て
、
本
市
で

も
活
用
で
き
る
も
の
と
思
う
。

問 	 デジタルを活用した防災情報伝達の取り組みの現
状は。

答  防災行政無線や安心安全ほっとメール等のほか、
民間の防災アプリとも連携して情報伝達を行うな
ど、少しでも早く情報が伝わるよう伝達手段の多
重化を図り、的確な発信に努めている。また、河
川等の監視システムによるリアルタイムでの状況
把握や避難所へのＷｉ－Ｆｉ整備等にも取り組ん
でいる。

問 	 音声通話や紙でのやりとりの他、デジタルでの情
報収集も必要だと思うが。

答  避難所に配置される職員と災害対策本部との間で
は、自治体向けビジネスチャットツールを導入し、
連絡事項などの情報を共有している。今後は、自
治体専用オンライン申請システム等を活用し、被
害状況や避難所ごとの避難者数等の集計をするな
ど、災害対応の効率化を図っていく。

問 	 避難所等の運営は自主防災会が重要な役割を担う
が、自治会のＩＣＴ推進の課題は。

答  操作が難しい、運用が負担、継続的な費用がかか
るなどの課題や、高齢者に利用登録をしてもらう
ことが非常に困難という声も聞いている。

問 	 今後、自治会に対し、ＩＣＴ導入拡大に向けた支
援をどう考えているのか。

答  ＩＣＴの利活用は、基本的には自治会などが自ら
行うものとなる。自治会が求める機能やメリット
等について、地域コミュニティ連合会などと共に
整理し、最適なシステムの選定や具体的な支援策
について、来年度改めて検討していく。

災害時におけるデジタル活用について

システム等を活用し、災害対応の効率化を図っていく

デジタルでの情報収集も必要だと思うが

動画へ
GO

古
ふる

川
かわ

  幸
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宏
ひろ
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田
原
市
議
会
は
、
令
和
6
年
能
登
半
島
地
震
の
被
災
地
の
方
々

を
支
援
す
る
た
め
、
災
害
義
援
金
と
し
て
20
万
円
を
お
贈
り
し
ま

し
た
。
地
震
に
よ
り
犠
牲
に
な
ら
れ
た
方
の
ご
冥
福
を
お
祈
り
す

る
と
と
も
に
、
被
災
さ
れ
た
方
々
に
対
し
心
よ
り
お
見
舞
い
申
し

上
げ
ま
す
。


